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2024年１月 5日 

国際金融論の授業における Big Mac Index の活用 

国際通貨研究所 客員研究員 

下関市立大学特命教授 平松拓 

新年が明けると、大学で教鞭をとる身にとっては「後期の授業もあと一息」という感

が強いですが、昨年度からその後期に「国際金融論」の講義を担当し始めました。近年、

国際金融の話題について世間の関心が薄くなって来たのではないかと感じていたこと

もあり、この「国際金融論」の授業では学生に少しでも関心を持って話を聞いてもらう

ため、学期の前半に最後の授業日のドル円為替相場を予想してもらうことにしています。

とりたててユニークとも言えないこの試みですが、幸いタイミングには恵まれたようで、

昨年度の今頃は進行する円安が食料品を中心とした国内物価に跳ね返って来そうだと

いう話題で持ちきりでしたし、今年度も日本銀行によるマイナス金利解除の現実味が増

したことで、神経質な動きを見せる為替市場に学生もそれなりに関心をはらっているよ

うです。先日終えた年内最後の授業でも、「今回はまだ多くの人に的中者となるチャン

スが残っていそう」という話をしてきたところです。 

国際金融を少しでも身近に感じてもらうために試みていることは他にも幾つかあり

ますが、為替相場決定理論の中での購買力平価の説明の際に The Economist誌の Big Mac 

Index を紹介しているのもその一つです。これは複数の教科書にも掲載されているぐら

いで全く特別なことではありませんし、Index の内容もここで説明する迄もない程広く

知られたものですが、敢えて一言で説明すれば、商品性が各国で共通しているマクドナ

ルドの Big Mac の 2か国における販売価格を一時の為替相場で換算比較し、その違いか

ら相互の通貨価値がどれだけ過大・過少評価されているかを Index で表したものです。

直近（と言っても 2023 年 7 月時点の数字ですが）の Index を同誌ホームページで確認

すると、アメリカで Big Mac の価格が 5.58 ドルなのに対し、日本では 450 円であるこ

とから、為替相場では円がドルに対して 43.2%も過小評価されているということになっ

ています。 

身近で何とも親しみの持てるこの Big Mac Indexですが、ご存知のように批判もあり

ます。それは購買力平価の前提となる一物一価は基本的に貿易財については当てはまる

もののそれを Big Mac に当て嵌めることに無理があり、長期的に均衡に向かうという誤

解を生じるというものです。何故なら Big Mac はそのものが輸出入されている訳ではな

く、貿易財と見做せるのは小麦粉や牛肉など、バンズやパティなどの材料のさらに素材
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に限られます。そしてそれらは原則として日本国内で加工、流通された上で、飲食業の

平均的な原価率を当て嵌めれば、価格の 3 割程度の内の一部を構成するに過ぎません。

もちろん、残りの 7割の中にもライセンス料や減価償却費などが含まれ、減価償却費の

中には貿易財である各種素材のコストも一部として含まれているはずですが、より大き

な部分は国内におけるサプライチェーンの付加価値部分で構成されていると考えられ

ます。つまり、Big Macは貿易財というよりは寧ろ日本の労働者の汗の結晶と見做した

方が近そうだからです。 

しかし、同誌のホームページはこうした点についても抜かりなく、欠点も考慮の上

ファストフードらしい「気軽な目安」に過ぎないとわざわざことわっており、さらにファ

ストフードをもっと真剣に食べたい人のために「グルメ版」の Indexも算出していると、

洒落た説明を付け加えています（私はこのグルメ版の存在は授業で使い出すまで気が付

きませんでした）。 

そしてさらにこの Big Mac Index の利用可能性が大きいと感じられるところは、ホー

ムページに Index が公表されている 54 の通貨を比較すると、このグルメ版の必要性、

或いはそのための調整内容が浮かび上がり、欠点を逆手にとってさらに議論を深めるこ

とも可能なことです。どういう事かと言えば、このサイトを参照して日本と同程度或い

はそれ以上に米ドルに対して通貨が過小評価されたことになっている国々を眺めると、

香港のような例外を除けば、ほぼ全てが日本より一人当たり GDP の低い途上国ばかり

です。それに対し、過大評価或いはほぼ均衡していることになっている国を見ると、ス

イス、ノルウェー、デンマーク、ユーロ圏など、殆どが日本より一人当たり GDP の高

い先進諸国です。このことを労働の限界生産性の格差を示唆していると捉えれば、そこ

に働いているであろうペン効果、或いはバラッサ・サミュエルソン効果の説明に踏み込

むことも可能です。 

これまでの首尾はともかく、「国際金融論」の授業ではこうした試みを通じて、日本

の学生達が現在国内のマクドナルドでアルバイトした場合にもらえる時給が、ニュー

ヨークのマクドナルドで同じような業務をしながら現地の学生がもらえる時給の 3 分

の 1程度でしかないという格差にも関心を持ってもらい、さらにそのギャップを単に一

過性のものであったり、内外の金融政策の違いに基づく為替相場のミスアラインメント

によるだけのものと捉えるのではなく、より深く日本経済の諸問題と関係する可能性も

含めて受け止めてもらえることを期待しています。 

授業を受ける学生達はまた同時に就活にも忙しいのですが、仕事選びに当たっても国

内のみに目を向けて内外の格差など何も感じることなく仕事を選ぶのではなく、自分の

労働の国際的な価値が少しでも高く評価されるような企業を目指し、また、就職後もそ

うした組織になるよう努力して欲しいものです。言うは易しですが、そのような結果に

つながる授業にして行きたいと思っています。 

（IIMAメールマガジンへの寄稿） 
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